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A. 研究目的 

近年、小児がんの治癒率は著しく向上

しているが、未だに治癒が難しいケース

も存在する。また終末期の小児がん患者

の在宅での看取り率は増加しているが、

地域によっては小児がん症例に対応でき

る在宅医療資源が乏しいために、患者家

族が希望しても在宅移行が困難な状況も

見られる。これまでの厚労科研大隅班で

もこの傾向は明らかである。 

小児在宅医が小児がん症例に対応する

ことが望ましいが、希少な小児がん症例

全てに対応できるための小児在宅医療機

関を普及させることは現実的ではない。

そのため、全国的に終末期の小児がん患

者家族に療養場所の選択肢を提供するた

めには、主に成人を対象としている在宅

医療機関が小児がんにも対応できるよう

な体制整備が求められる。 

これまでも小在宅医療の啓蒙活動は

様々行われてきており、一定の成果が見

られているが、小児がん対策については

上記のように十分とは言えない。一方前

述のように小児がんは希少疾病であり、

年間死亡者数は 500人に満たないため広

く啓蒙活動を行っていくよりも、小児が

ん在宅医療に興味はあるが、経験と知識

がない成人在宅医に重点的に情報提供し

ていくことが効果的であると考え、この

取り組みを行うこととした。 

研究要旨 

全国で終末期小児がんの患者・家族が療養場所の選択を可能にするために

は成人在宅医が小児がんにも対応できるような体制整備が望ましい。そこ

で小児がん在宅医療に取り組みたいが経験の乏しい成人在宅医と、連携す

る小児がん診療機関に対して重点的にレクチャーを行っていく。本研究に

より、小児がん在宅医療の底上げに加えて、小児がん在宅医療実施施設の

ネットワークが拡がっていくことが期待される。 
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B. 研究方法 

① 在宅医療機関の選定 

代表者のもとには年間数件程度、様々な

地方の在宅医から小児がん在宅医療に関

するコンサルトがある。そのような地域

の在宅医を対象とする。その地域が連携

する小児がん診療施設とコンタクトをと

り、対象施設を含む複数の連携在宅医療

機関の提示を依頼する。提示された在宅

医療機関の合意が得られれば、それらの

機関を対象に小児がん在宅医療に関する

レクチャーを実施する。その際、小児が

ん診療施設にも参加を依頼し、地域とし

ての連携強化をはかる。また在宅医療機

関が連携する訪問看護ステーションにも

参加を依頼する。 

② レクチャー 

レクチャーは分担研究の 3名のほかに、

協力者として医療法人かがやき 市橋亮

一先生、よしき往診クリニック 宮本雄

気先生を加えた 5名を中心に行う。原則

として現地開催を想定している。内容と

して、まず小児がん在宅医療を行う上で

成人在宅医が知っておくべき小児がんと

成人がんの違いについて共有する。後半

部分として、実際の症例を用いたワーク

ショップ形式の実践講義を行う。 

③ 実際の症例が発生した際のコンサルト 

レクチャーを受けた在宅医療機関につい

ては今後実際に小児がん在宅医療の診療

依頼が発生した際に、本分担研究メンバ

ーにコンサルテーションをしていただけ

るようにする。必要があれば診療に並行

して WEB会議によるディスカッションや

診療同行が行えるか検討する。 

 

（倫理面への配慮） 

講演で症例の情報を使用する際には、

一部の情報を変更する、などプライバシ

ーに配慮する。 

 

C. 研究結果 

2023年度はレクチャーの内容について 

の議論を行った。2024年度から学会発表

およびレクチャーを通じて、啓蒙活動を

行っていく。 

 

D. 考察 

本研究により、各地域で小児がん在宅 

医療の中心的な役割を担う施設が増えて

いくことで、大隅班全体の目標である終

末期の小児がん患者と家族が療養場所の

選択肢をもつことにつながると考える。

また、副次的に本研究を進めていけば、

小児がん在宅医療実施施設のネットワー

クが拡がっていくことで、情報交換など

がスムーズとなり、医療の質の担保、工

場に寄与していくと考えている。 

 

E. 結論 

ご記入ください 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

なし 

 

２． 学会発表 

2024年日本在宅医療連合学会で発表予

定（教育講演およびワークショップ） 
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（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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